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第１章 計画の概要 

 
 

１ 計画策定の趣旨 
平成 23 年３月 11 日、東日本沿岸地域を襲ったマグニチュード「9.0」の「東日

本大震災」は、沿岸部を中心に未曾有の被害をもたらしました。 

当市においても、死者４人、行方不明者２人、負傷者８人のほか、住宅、事業所等

の全壊など、甚大な被害を受けました。 

特にも、沿岸部を襲った大津波により、漁船の流失、水産施設の全壊など、水産業

は壊滅的な被害を受け、漁業関係者は、明日を生きる術を失い、悲嘆に暮れています。 

この計画は、市民がこの壊滅的な被害から一日も早く立ち直り、明日への希望を失

わずに前進していくためへの羅針盤とするため、その指針となる復興計画をできるだ

け速やかに策定しようとするものです。 

 
 

２ 計画の役割 
 

(1) 復興を計画的に進める 

この計画は、一日も早い復興を実現させていくために、様々な事業と多額の事

業費が必要になることから、その復興に向けての指針とするものです。 

(2) 被災した市民等へ安心を与える 

この計画は、市民や事業者の不安を少しでも解消し、明日への希望を持てるも

のとするものです。 

(3) 総合計画との関係 

この計画にある「基本理念、施策、事業等」は、久慈市総合計画に連動するこ

とにより、一体となって調整が図られるものです。 

(4) 国・県の復興計画との関係 

この計画と国や県がそれぞれ策定する復興計画との連動性を担保するため、実

施計画のローリング時にその調整を図ります。 
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３ 計画の期間 
この計画は、平成23年度（2011年度）を初年度とし、平成32年度（2020年

度）を目標年度とする10か年計画とします。 

また、復興までの目標期間を次の復旧期、復興期及び飛躍期の３段階に分けて、着

実な取組を進めます。 

 

(1) 復旧期 平成 23 年度から平成 25年度まで 

各種復旧事業により、生活基盤の再生に取り組む期間。 

(2) 復興期 平成 25 年度から平成 28年度まで 

復旧期における取組がほぼ完了に近づくとともに、復旧事業によって再生され

た基盤に基づいて復興に向けた取組が行われる期間。 

(3) 飛躍期 平成 27 年度から平成 32年度まで 

復興の取組を結実させ、新たな魅力と活力に満ちたまちづくりに向かって、諸

事業を実現、推進していく期間。 

 

【復興計画の期間】 

年度 

区分 

Ｈ23 

（2011） 

Ｈ24 

（2012） 

Ｈ25 

（2013） 

Ｈ26 

（2014）

Ｈ27 

（2015）

Ｈ28 

（2016）

Ｈ29 

（2017）

Ｈ30 

（2018） 

Ｈ31 

（2019） 

Ｈ32 

（2020）

久慈市 

の復興 

     

 

 

     

 

 

４ 計画の進行管理 
この計画の進行管理は、毎年度、向こう３年間の実施計画を策定し、久慈市総合

計画後期基本計画の実施計画と併せて、計画の適切な進行管理を行います。 

 

復 旧 期 

復 興 期 

飛 躍 期 
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第２章 計画の基本理念 

 
 

１ 計画の目標 
本市は、雄大な自然と美しい景観に恵まれ、その豊かな環境の下で、家族はもとよ

り、地域の「ひと」と「ひと」とが互いに支え合いながら、その「絆」を大切にし、

先人たちが築き上げてきた文化・風土を守るとともに、ソフト・ハード両面にわたる

防災機能の強化を図ってきました。 

しかし、このたびの「東日本大震災」による大津波の猛威は、尊い生命・財産を始

め、多くのものを私たちから奪い去ってしまいました。 

もう一度、家族が、地域が、そして市全体が、この豊かな三陸の海をはじめとする

自然を背景にしながら復興を進めることは、単に被災前の本市の状況を取り戻すこと

だけではなく、災害に強いまちに築き上げるなど、これまで以上の本市を築き上げる

ものでなくてはなりません。 

災害に負けず、一日も早く立ち直り、本市を復興させることが、不幸にしてこの度

の災害で犠牲となられた方や、幾多の困難を乗り越えた先人たち、あるいは明るい未

来が来ることを信じる次世代の子どもたちに対する、今を生きる私たち市民に課せら

れた大きな責務であると考えます。 

そのためには、従来の観念にとらわれない自由な発想と新しい視点が必要となって

きます。 

このことから、計画の目標を次のように設定します。 
 
 

「 新たな視点による 新たなまちづくり 」 
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２ 計画の視点 
この計画は、１に掲げる「計画の目標」を実現させるため、次の基本的な視点に立

ち、取組を進めます。 

 

(1) 被災した市民の暮らしを再建するため、雇用の維持・確保に努めるとともに、企

業等の再建も支援することによって、市民が安心して生活できるまちを目指します。 

 

(2) 甚大な被害を受けた水産業を立て直し、併せて農林業への更なる取組も進めるこ

とにより、他地域にも貢献し得る食料供給基地としての役割を担えるまちを目指し

ます。 

 

(3) 食の安全・安心に取り組み、生産者と消費者との交流を進めることによって、本

市の持つ海・山・里の良さを他地域に積極的に発信し、本市がその交流拠点のモデ

ル地域としての役割を担えるまちを目指します。 

 

(4) 災害に強いまちづくりを進めるため、防災体制の強化と防災施設の整備を図り、

防災拠点都市として機能を備えることによって、本市が他地域のモデル地区として

の役割を担えるまちを目指します。 

 

(5)  これまでのエネルギー政策の中心を占めてきた化石燃料と原子力発電の双方に

依存し過ぎないために、再生可能なエネルギーである自然エネルギー、リサイクル

エネルギー等の研究、取組を積極的に進め、他地域にも貢献し得る再生可能エネル

ギー等の活用・供給拠点としての役割を担えるまちを目指します。 
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第３章 計画の体系 

 
 

本市の復興の実現を図るため、計画の視点に基づき、この計画を先導する次の５つ

のプロジェクトを設定し、事業の推進を図ります。 

 

(1) プロジェクトⅠ 「生活を再建する」 

被災した市民の暮らしを再建するため、雇用の維持・確保に努めるとともに、

企業等の再建も支援することによって、市民が安心して生活できるまちを目指し

ます。 

① 生活支援の充実         ② 雇用機会の創出と就業支援 

③ 企業等への再建支援       ④ 内発型産業の振興 

⑤ 保健、医療、福祉の充実 

 

 (2) プロジェクトⅡ 「水産業を復興する」 

甚大な被害を受けた水産業を立て直し、併せて農林業への更なる取組も進める

ことにより、他地域にも貢献し得る食料供給基地としての役割を担えるまちを目

指します。 

① 水産施設等の再建        ② 漁船、漁具等の整備 

③ つくり育てる漁業の推進     ④ 漁港等の整備 

⑤ 農林業の振興 

 

(3) プロジェクトⅢ 「交流人口を拡大する」 

食の安全・安心に取り組み、生産者と消費者との交流を進めることによって、

本市の持つ海・山・里の良さを他地域に積極的に発信し、本市がその交流拠点の

モデル地域としての役割を担えるまちを目指します。 

  ① 生産者と消費者との交流推進   ② 体験型教育旅行等の推進 

  ③ 観光産業の振興 
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(4) プロジェクトⅣ 「災害に強いまちづくりを進める」  

災害に強いまちづくりを進めるため、防災体制の強化と防災施設の整備を図り、

防災拠点都市として機能を備えることによって、本市が他地域のモデル地区とし

ての役割を担えるまちを目指します。 

① 復興道路等の整備         ② 湾口防波堤の整備 

③ 防潮堤、水門等の整備       ④ 河川堤防の整備 

⑤ 防災施設の整備          ⑥ 久慈港の整備 

⑦ 道路網の整備           ⑧ 地域住環境の向上 

⑨ 防災教育等ソフト面の充実     ⑩ 災害記録の保存・検証・継承 

 

(5)  プロジェクトⅤ 「再生可能エネルギー等に取り組む」 

これまでのエネルギー政策の中心を占めてきた化石燃料と原子力発電の双方に

依存し過ぎないために、再生可能なエネルギーである自然エネルギー、リサイク

ルエネルギー等の研究、取組を積極的に進め、他地域にも貢献し得る再生可能エ

ネルギー等の活用・供給拠点としての役割を担えるまちを目指します。 

① 再生可能エネルギー等活用への取組 ② 啓発事業の推進 

③ 研究機関等との連携 
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●生活支援の充実 

●雇用機会の創出と就業

支援 

●企業等への再建支援 

●内発型産業の振興 

●保健、医療、福祉の充実

●水産施設等の再建 

●漁船、漁具等の整備 

●つくり育てる漁業の推
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●漁港等の整備 

●農林業の振興 

●生産者と消費者との交

流推進 

●体験型教育旅行等の推

進 

●観光産業の振興 

●復興道路等の整備 

●湾口防波堤の整備 
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第４章 まちづくりの土地利用方針 

 
 

１ 住民の意向把握について 
東日本大震災の津波により浸水し、住宅等に被害があった夏井町大崎、久慈湊、 長

内町元木沢、長内町玉の脇、長内町大尻、宇部町久喜、宇部町小袖の各地区について

は、住民と行政とが津波対策の基本的な考え方を情報共有しながら、今後のまちづく

りの土地利用方針を検討していくことが重要です。 

そのための手段として、市では、被災された住民の方々に対してアンケート調査を

実施しました。その結果は次のとおりです。 

 

(1) 集計状況 

   各地区の集計状況は、表-１に示すとおりです。 

 

表-1 集計状況 

地区名 対象数 回収数 回収率【％】 

夏井町大崎 53 50 94.3 

久慈湊 130 108 83.1 

長内町元木沢 113 113 100.0 

長内町玉の脇 13 13 100.0 

長内町大尻 ２ ２ 100.0 

宇部町久喜 24 22 91.7 

宇部町小袖 １ １ 100.0 

合計 336 309 92.0 
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図-１：調査対象全体の年代

2.6%1.3%

24.7%

16.2%

9.4%

24.4%

14.3%

7.1%
20代

30代

40代

50代

60代

70代

80代

90代

図-２：調査対象全体の居住年数

19.5%

12.7%

16.2%
15.3%

18.8%

17.5% 10年未満

10年～20年

20年～30年

30年～40年

40年～50年

50年以上

図-３：調査対象全体での世帯主の職業

6.2%

0.7%

4.2%3.6%

9.4%

36.5%
26.4%

13.0%

水産業

農林業

自営業

会社員

公務員

パート・アルバイト

無職

その他

図-４：調査対象全体の家の形態

0.3%

18.0%

81.6%

持ち家

借家

その他

 (2) 属性について 

図-１は、調査全体の年代を示しており、40代以下が３割程度であり、50代と

60代で過半数近くを占め、高齢世帯が多くなっていることが分かります。 

図-２は、調査対象全体における10年間隔で区別した居住年数を示しています。

全体では、各年数の区分において 10％台の値となり、大きな隔たりは見られませ

ん。しかし、各地区の居住年数を見ると、久慈湊地区と久喜地区では、50 年以上

の居住年数を占める割合が高く、特に久喜地区では５割を占めています。また、玉

の脇地区では、20 年から 30 年までの居住年数が高くなっており、地区によって

その傾向が異なることが分かります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-３は、調査対象全体での世帯主の職業を示しています。会社員と回答した割

合が３割弱を占めています。また、無職と回答した割合が４割近くになっていて、

退職後の高齢者世帯が多いことが予想されます。 

図-４は、調査対象全体での家の形態を示しており、約８割が持ち家となってい

ます。 
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図-６：将来の津波の危険性に対して何を希望するかについて

33.3%

9.1%

57.6%

今回の津波を防ぐことができる
大規模な津波防災施設をつくる

明治・昭和三陸津波程度を防
ぐことができる津波防災施設を
つくり、それを超える津波に対し
ては避難路・避難場所の整備
や、日ごろから避難訓練などで
備える
その他

図-５：調査対象全体の被害状況

3.0%

1.3%

39.9%

9.2%

19.0%

26.8%

全壊

大規模半壊

半壊（床上浸水）

一部損壊（床下浸
水）
被害なし

その他

図-５は、被災状況の程度を示しており、半壊（床上浸水）の被害が最も多く、

約４割を占めています。次に、一部損壊（床下浸水）が多く、３割弱を占めていま

す。被害状況は、地区ごとに異なっていて、玉の脇地区と久喜地区では、全壊して

いる割合が非常に高くなっています（玉の脇地区：84.6％、久喜地区：63.6％）。

一方、元木沢地区では、半壊の割合が高く、約７割を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 震災前と同じ場所に住む場合 

震災前と同じところに住むことになった場合、どのような対策を希望するかを示

しているのが図-６になります。 

これを見ると、今回の津波を防ぐことができる大規模な津波防災施設を望むと回

答した割合が、約６割を占めています。これを地区ごとに見ると、久慈湊地区と玉

の脇地区では、防ぐべき津波に対する考え方が半々に分かれています。その他地区

では、概ね今回の津波を防ぐ防災施設を望んでいる結果となっています。いずれに

しても、住民は、既存の防潮堤などを嵩上げした対策を望んでいる結果となってい

ます。 
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図-7：大きな地震の揺れを感じたらすぐ避難するかについて

4.3%

1.7%

94.0%

はい

いいえ

わからない

図-８：高台へ移転するための最も重要な条件

17.3%

18.7%

36.9%

27.1%
高台の土地と現在所有す
る土地を交換できる

家屋建築に対して公的な補
助が得られる

津波浸水地域での建築が
制限される

その他

しかしながら、津波防災施設が完成するまでには多額の事業費とある程度の期間

が必要となることから、「大きな地震の揺れを感じたらすぐに逃げる」という意識

が非常に重要となってきます。次の図-７は、これに関する意識を質問したもので

あり、９割以上の人がすぐ避難すると回答しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 震災後の住居について 

高台など、安全な場所に移転する場合を想定したとき、最も重要な条件は何かに

ついて質問した結果を図-８に示しています。その条件としては、家屋建築費の補

助が約４割を占める結果となっています。ただし、久喜地区に限っては、土地の交

換を希望する割合が６割弱を占めており、地区や世帯などよって考え方が異なって

いる状況になっています。 
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図-９：新しい地域での近所付き合い（コミュニティ）について

31.7%

8.2%

60.1%

これまでのコミュニティを継続で
きるように、全体がまとまって移
転する

新しい地域で、新しいコミュニティ
をつくっていく

その他

図-10：震災前と同じ場所あるいは高台に移転のどちらを希望するかについて

9.5%
2.3%

23.3%

64.9%

震災前と同じところに住む

高台へ移転する

久慈市以外へ移転する

その他

次の図-９は、新しい地域での近所付き合い（コミュニティ）をどのように考え

ているかを示したものです。新しい地域に移転した場合、コミュニティは移転先で

新しく築き上げると回答した割合が６割を占めており、これまで住んでいたコミュ

ニティに強い執着心はないという結果となっています。ただし、久慈湊地区では、

これまでのコミュニティを継続できるような移転を望むと回答した割合が５割近

くとなっており、一概に新しい地域でのコミュニティを構築したいと考えているわ

けでないと考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

最後に、震災前と同じ場所に住む考えか、あるいは高台に移転したいかのどちら

を希望するかを質問した結果が、次の図-10となります。６割強が震災前と同じ場

所に住むことを希望しています。 
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図10-4：玉の脇

0.0%
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図10-5：久喜

0.0% 0.0%

42.9%

57.1%

震災前と同じところに住

む

高台へ移転する

久慈市以外へ移転する

その他

図10-3：元木沢

0.9%

2.7%

15.9%

80.5%

震災前と同じところに住

む

高台へ移転する

久慈市以外へ移転す

る

その他

図10-1：夏井町大崎

0.0%
66.0%10.0%

24.0%
震災前と同じところに住

む

高台へ移転する

久慈市以外へ移転する

その他

図10-2：久慈湊

4.8% 10.5%

25.7%
59.0%

震災前と同じところに住

む

高台へ移転する

久慈市以外へ移転する

その他

 

また、この質問を被災地域ごとに見た結果は、次のとおり（母数が少ない大尻地

区と小袖地区は除く。）となっていますが、対象となる母数が少ない地区以外では、

玉の脇地区と久喜地区で高台に移転したいと回答した世帯数が、震災前と同じとこ

ろに住むと回答した世帯数を上回っています。 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 今後の土地利用の方向性について 
上記１の住民アンケートの結果からも分かるように、住民の多くは震災前と同じと

ころに住みたいという結果となっています。これは、長年住み慣れた土地や地域に対

する愛着があるためと考えられます。今後のまちづくりを進めるに当たっては、この

住民の意向を基本に検討していくことが、最も重要であると考えます。 
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しかしながら、地区によっては移転を希望する割合が多いところもあり、そのよう

な地区においては、今後においても、話し合いや意見交換を十分に行って結論を得て

いく必要があると考えます。 

その上で、今後のまちづくりの土地利用の基本的な方向性は、次のように考えます。 

 

 (1) 震災前と同じ場所でのまちづくりを基本とする 

   その理由としては、次のとおりです。 

  ア アンケート結果でも震災前と同じ場所に住むことを望んでいる人が一番多い。 

  イ 震災後においても、地域のコミュニティは崩壊しておらず、維持されている。 

  ウ アンケート結果から、まとまって移転することは難しいと考えられ、地域コ

ミュニティの衰退を招かないようにする必要がある。 

 

 (2) 津波防災施設の整備を進める 

   今回の津波に関しては、防潮堤や河川堤防、そして整備途中の湾口防波堤など 

の津波防災施設が、津波到達時間を遅らせる効果、浸水の深さを下げる効果、津 

波エネルギー（流速）を減衰する効果があったと考えられており、これらの整備 

や嵩上げを推進し、安全・安心なまちづくりを進めます。 

 

 (3) ソフト対策を進める 

   しかし、いくら津波防災施設などのハード整備が進んでも、それで完全という

ものではありません。最終的に自分の命を守るのは自分自身であり、今後、すべ

ての市民がこのことをしっかりと認識し、行動していくことが重要です。そのた

めにも、防災教育や津波避難訓練など、ソフト面の充実を図ります。 

 

(4) 住宅再建への支援 

   被災した住宅を再建する場合には、現行制度や国・県で現在検討している各種

支援制度と連動を図りながら支援していきます。 

 

 以上のように、今後のまちづくりの土地利用方針は、震災前と同じ場所でのま

ちづくりを基本とします。そのためには、ハード対策とソフト対策を組み合わせた

「多重防災型のまちづくり」を進めます。このことによって、被害をできるだけ最

小化するという「減災」の考えにより、安全・安心なまちづくりを図ります。
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第５章 重点プロジェクト 

 
 

 

 

①生活支援の充実 

 

●震災により生活基盤や職を失った被災者への生活資金面での支援が必要となっ

ています。 

●津波により多数の住宅が被害を受けており、被災者が安心して暮らせる住環境の

整備や住宅再建に向けた資金面等での支援が必要となっています。 

●既存の住宅ローン等が残っている状態で新たな債務が重なる二重債務の解消が

大きな課題となっています。 

●被災者の様々なニーズに対応するため、総合的な相談窓口での対応が必要となっ

ています。 

●地域コミュニティの拠点となる集会施設（類似公民館）が損壊し、早期の復旧が

求められています。 

 

■被災者生活再建支援制度等の各種支援制度や貸付制度により、被災者の生活を支

援します。 

■応急仮設住宅、公営住宅等での生活を支援します。 

■被災者の住宅再建に向けて支援します。 

■二重債務の解消に向けて、国や県に支援制度の創設・充実を求めます。 

■被災者の生活再建や悩み等を解決する手助けとなるよう、総合相談窓口を開設し、

相談体制の充実を図ります。 

■損壊した類似公民館認定施設の整備を支援します。 

 

 

 

 

第１節 プロジェクトⅠ「生活を再建する」 

課 題 

取組み 
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主な事業 

事業名 事業主体 事業概要 事業期間

被災者生活再建支

援金支給事業 

国・県・

市 

災害により住宅が全壊するなど、生活基盤

に著しい被害を受けた世帯に対する支援

金の支給 

復旧期 

復興期 

災害援護資金貸付

事業 

市 災害により負傷又は住居、家財の損害を受

けた方に対し、生活再建資金を貸し付け 

全期間 

被災者総合相談所

事業 

市 消費生活センター内に、被災者総合相談所

を開設 

復旧期 

災害義援金・見舞金

支給事業 

県・市 被災者に対し、災害義援金・見舞金を支給 復旧期 

生活福祉資金（特例

措置）貸付事業 

社会福祉

協議会 

被災世帯に対し、資金の貸付を実施 復旧期 

母子寡婦福祉資金

貸付事業 

国・県 被災した母子家庭や寡婦に対する住宅資

金の貸付限度額拡大、住宅資金・事業開始

資金・事業継続資金の措置期間延長 

全期間 

年金等担保貸付事

業 

(独 )福祉

医療機構 

等 

厚生年金、国民年金、労災年金等を担保に、

居住関係費、教育費、事業資金等を貸付 

全期間 

応急仮設住宅生活

支援事業 

県・市 応急仮設住宅の維持管理費等の経費に対

する補助 

復旧期 

二重債務解消事業 国・県 復興支援ファンド等による二重債務解消

に向けた支援を国・県に要望 

全期間 

類似公民館認定施

設整備事業 

市・地域 損壊した地域の類似公民館認定施設の建

設、補修等に対し補助 

復旧期 
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②雇用機会の創出と就業支援 

 

●震災により多くの事業所が被災し、多数の離職者が出ています。 

●震災前から雇用情勢の厳しい当市にとって、雇用の維持は大きな課題となってい

ます。 

●被災者を受け入れる事業所への支援が必要となっています。 

●地域内の連携による農林水産物等の資源を活用した内発型産業の創出が求めら

れています。 

 

■被災した事業所の休業手当等に対し助成を行います。 

■被災した卒業後３年以内の既卒者の雇い入れに対し奨励金を支給します。 

■被災離職者や被災地域に居住する求職者を雇い入れた事業主に対し助成金を支

給します。 

■被災により内定取り消しを受けた学生等に対する相談を行います。 

■国の制度である雇用対策基金事業を積極的に活用し、被災者の就労機会を創出し

ます。 

■企業の進出等による工場等の新増設等に対し支援します。 

■地域資源を活用した起業や商品開発等による内発型産業の創出を図ります。 

■空き工場等を活用した操業に対し支援します。 

■農林水産業の６次産業化に都市生活者等との交流を加えた「海業・山業・里業」

の振興に努め、雇用の場の創出を図ります。 

 

主な事業 

事業名 事業主体 事業概要 事業期間

雇用調整助成金 国 被災した事業所が労働者の雇用を維持す

るために休業等の措置を行った場合、休業

手当等の一部を助成 

復旧期 

３年以内既卒者（新

卒扱い）採用拡大奨

励金 

国 被災した卒業後３年以内の既卒者を正規

雇用する事業主に対し奨励金を支給 

復旧期 

３年以内既卒者ト

ライアル雇用奨励

金 

国 被災した卒業後３年以内の既卒者を正規

雇用へ向けて育成するため有期で雇用し、

その後正規雇用に移行させる事業主に対

し奨励金を支給 

復旧期 

特定求職者雇用開

発助成金 

国 被災離職者または被災地域に居住する求

職者を雇い入れた事業主を対象に助成金

を支給 

復旧期 

課 題 

取組み 
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緊急人材育成支援

事業 

国・県 震災対策特別訓練コースの実施 復旧期 

学生等震災特別相

談窓口事業 

国・県 震災の影響による内定取り消し・入職時期

繰り下げなどの相談 

復旧期 

雇用対策基金事業 県・市 災害廃棄物の撤去や地域パトロールなど

の事業に被災者を雇用 

復旧期 

工業団地整備事業 市 高台にあり津波被害の恐れのない久慈地

区拠点工業団地への企業進出のため、同団

地の環境を整備 

復旧期 

企業立地促進事業

費補助金 

市 立地企業に対する補助 全期間 

企業立地促進資金

利子補給 

市 増設に係る資金調達に対する利子補給 全期間 

起業・立地奨励事業 市 空き工場等での操業に対する賃料の補助 全期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【緊急雇用創出事業のスキーム】 
出典：「岩手県東日本大震災津波復興計画 復興基本計画（案）」岩手県 
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③企業等への再建支援 

 

●被災した企業等の再開には、資金面等での支援が必要となっています。 

●地域経済を支える中小企業等の事業再開に対する支援が急務となっています。 

●既存の借入金等が残っている状態で新たな債務が重なる二重債務の解消が大き

な課題となっています。（再掲） 

 

■被災した事業所や工場等の再建投資や修繕に対し支援します。 

■被災した中小企業等の復旧資金、経営安定資金の借入に対し支援します。 

■被災した事業所が事業活動を再開するまでの仮設店舗・工場を整備し貸与します。 

■複数の中小企業から構成されるグループによる復旧を支援します。 

■被災した中小企業等に対し、専門家による経営相談等を行います。 

■二重債務の解消に向けて、国や県に支援制度の創設・充実を求めます。（再掲） 

 

主な事業 

事業名 事業主体 事業概要 事業期間

被災工場再建支援

事業 

市 被災工場の再建投資に対する補助 復旧期 

中小企業災害復旧

資金保証料等補助

事業 

市 被災した中小企業者向けの「中小企業災害

復旧資金」、「中小企業経営安定資金」の融

資に係る利子や保証料の補助 

全期間 

中小企業被災資産

修繕費支援事業 

市 被災した中小企業者が被害を受けた店舗、

工場等を修繕する場合に要する経費に対

して補助 

復旧期 

仮設店舗・工場整備

事業 

(独 )中小

企業基盤

整備機構 

被災地域において複数の中小企業者が入

居し事業活動を再開するための仮設施設

を整備し貸与 

復旧期 

中小企業等復旧・復

興支援事業 

国・県 複数の中小企業者等から構成されるグル

ープの施設・設備の復旧・整備に要する経

費に対して補助 

復旧期 

企業立地促進事業

費補助金（再掲） 

市 立地企業に対する補助 全期間 

企業立地促進資金

利子補給（再掲） 

市 増設に係る資金調達に対する利子補給 全期間 

さんりく基金被災

地復興支援事業 

公益財団

法人さん

りく基金 

被災事業者の業務再開、被災地域の産業再

生、被災地の元気回復に係る事業に対し助

成 

復旧期 

震災復興支援アド

バイザー派遣事業 

(独 )中小

企業基盤

整備機構 

被災した中小企業や中小企業支援団体を

専門家が訪問し、経営相談等に対応 

全期間 

二重債務解消事業 国・県 復興支援ファンド等による二重債務解消 全期間 

課 題 

取組み 
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に向けた支援を国・県に要望 

 

被災地の中小企業等が一体となって行う施設・設備の復旧、整備に対し助成 
○対象 
・複数の中小企業等から構成されるグループ（中堅・大企業の参画も可） 
・商店街グループ 
○補助対象 
被災を受けた施設・設備の復旧経費（企業個々の施設設備又はグループの共有
施設設備いずれも対象） 
○その他 
事業者負担分について、（独）中小企業基盤整備機構貸付金の借入が可能 

【中小企業等復旧・復興支援事業の概要】 
出典：岩手県 
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④内発型産業の振興 

 

●地域内の連携による農林水産物等の資源を活用した内発型産業の創出が求めら

れています。 

 

■地域資源を活用した起業や商品開発等による内発型産業の創出を図ります。 

 

主な事業 

事業名 事業主体 事業概要 事業期間

内発型産業振興事

業 

市 「久慈・ふるさと創造基金」の運用や販路

拡大に対する支援による内発型産業の振

興 

全期間 

地場産品商品ブラ

ンド化推進事業 

市 短角牛などを活用した商品ブランド化の

推進 

全期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【久慈・ふるさと創造基金による雇用創出と産業振興】 
出典：久慈市 

 

課 題 

取組み 
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⑤保健、医療、福祉の充実 

 

●被災者の心身の健康を守る必要があります。 

●被災や震災を経験した子どもの不安解消や情緒の安定化を図る必要があります。 

●原発事故に伴う放射能による身体への影響が懸念されています。 

●大規模災害時に対応した医療機関等の整備・充実が求められています。 

●大規模災害における停電時の保健医療情報の迅速な伝達が求められています。 

●災害時に介護の必要な高齢者や障害者を一時的に受け入れて保護する二次避難

所や福祉避難所の周知や設置が求められています。 

●要援護者が災害時に安全に避難できる住環境の整備が求められています。 

●被災した高齢者が住み慣れた地域で安心して生活できる体制の構築が求められ

ています。 

●被災した児童・生徒が安心して就学できる教育環境を整備する必要があります。 

●被災した子どもの保護者の経済的負担を軽減する必要があります。 

 

■被災者の各種相談や定期的な家庭訪問等により、被災者の心身のケアを実施しま

す。 

■海水や粉じん等の異物吸引による感染症が心配されていることから、肺がん検診

を呼びかけ、早期発見に努めます。 

■保育所等において、被災した園児や親の相談体制を整備し、長期的なケアを行い

ます。 

■被災や震災を経験したことで心のケアが必要な児童・生徒については、学校訪問

等により把握し、継続的に支援する体制を整備します。 

■放射線の影響から市民の健康を守るため、放射線量測定器を設置し、放射線によ

る健康被害を未然に防止します。 

■震災時の停電に伴う保健医療施設の薬品損失を防ぐため、薬用保冷庫に使用する

蓄電池の設置に対し支援します。 

■大規模災害等における停電時に、人工呼吸器等を必要とする要介護者の生命・身

体の安全を確保するため、介護サービス事業所に対し、バックアップ電源等の設

置を求めるとともに、導入を支援します。 

■大規模災害における停電時に休日当番医、休日当番薬局のほか、地域保健医療情

報を迅速に配信するため、緊急災害時に強いクラウドシステム等の活用を検討し

課 題 

取組み 



23 

ます。 

■災害時に要援護者を一時的に受け入れて保護する二次避難所の設置に努め、ガイ

ドラインを作成し、安全・安心な避難受け入れ体制の構築に努めます。 

■災害時に介護の必要な高齢者や障害者を一時的に受け入れて保護する福祉避難

所の設置に必要な民間事業所との協定や、必要な設備の整備に努めます。 

■要援護者が居住する住宅再建に当たり、地震災害時の避難を容易にすると認めら

れる段差解消等のバリアフリー化を推進し、災害に強いまちづくりを目指します。 

■被災地域の一人暮らし高齢者や高齢者のみの世帯を訪問等により、心身の状態を

把握し、適切な福祉サービス等につなぎます。 

■被災した児童・生徒に対する就学援助を行います。 

■被災した児童・生徒の学習支援等きめ細かな対応のため、加配教員の配置を県に

要望します。 

■給付型奨学金制度である「いわての学び希望基金」の充実を県に要望します。 

■被災者の所得の減少や家屋等の被害状況に応じ、保育料や学童保育保育料を減免

します。 

 

主な事業 

事業名 事業主体 事業概要 事業期間

メンタルヘルスサ

ポート事業 

市 被災者の各種相談や定期的な家庭訪問等

を実施 

全期間 

心のケアサポート

体制整備事業 

県・市 心のケアが必要な児童・生徒を把握し、学

校と県教委、市教委が一体となって継続的

サポートを実施 

全期間 

放射線量測定事業 市 放射線量の測定を行うとともに、放射線に

よる健康被害を未然に防止するため、市民

に対する周知活動等を実施 

全期間 

保健医療施設蓄電

池整備事業 

市・医療

機関 

薬用保冷庫に使用する蓄電池の設置に対

し支援 

復旧期 

地域保健医療情報

配信事業 

市 大規模災害における停電時の地域保健医

療情報配信について、クラウドシステム等

の活用を検討 

全期間 

介護サービス施設

等災害時機能強化

支援事業 

市・事業

所 

介護サービス事業所に対し、バックアップ

電源等の設置を支援 

復旧期 

要援護者避難支援

ガイドライン作成

事業 

市 災害時に介護の必要な要援護者などの受

け入れ体制などを位置付けたガイドライ

ンを作成 

復旧期 

福祉避難所設置事

業 

市 災害時に介護の必要な要援護者を受け入

れて保護する福祉避難所の設置のために

必要な協定等の整備 

復旧期 
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被災高齢者等にや

さしいバリアフリ

ー化住宅再建支援

事業 

市 要援護者が居住する再建住宅のバリアフ

リー工事に対する補助 

復旧期 

復興期 

高齢者サポート事

業 

市 被災地域の一人暮らし高齢者等の心身の

状況等の把握、介護ニーズ等の評価、高齢

者を対象とする相談の実施 

全期間 

就学援助事業 市 就学援助の対象者を拡充し、学用品費や給

食費などを助成 

復旧期 

加配教員配置事業 県 被災した児童・生徒の学習支援のための教

職員の配置を県に要望 

復旧期 

いわての学び希望

基金事業 

県 被災した児童・生徒のための給付型奨学金

制度の充実を県に要望 

復旧期 

復興期 

保育料等の減免 市 保育料や学童保育保育料の減免 復旧期 

 

 

 

 

 

 

 

 

【児童生徒への心のサポート体制の充実】 
出典：「岩手県東日本大震災津波復興計画 復興基本計画（案）」岩手県 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【バリアフリー化のイメージ】 
出典「バリアフリー法パンフレット」国土交通省 
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①水産施設等の再建 

 

●震災により魚市場、水産物加工施設、共同利用施設、荷さばき施設等が甚大な被

害を受け、早期の復旧・復興が必要となっています。 

●復旧・復興に当たっては、漁業協同組合や漁家の自助努力だけでは不可能であり、

行政からの支援が必要な状況です。 

●既存の借入金等が残っている状態で新たな債務が重なる二重債務の解消が大き

な課題となっています。（再掲） 

 

■市営魚市場の早期復旧を図り、新鮮な魚介類の流通体制の確保を図るとともに、

魚市場の衛生管理機能をより向上させるため、ＨＡＣＣＰ対応に万全を期します。 

■共同作業所・利用施設等の復旧を支援し、作業の効率化を図ります。 

■水産物荷さばき施設等の復旧を支援し、水揚げ作業の効率化を図ります。 

■水産物加工施設の早期復旧やナマコ加工施設等の整備を支援し、水産物の付加価

値化を図ります。 

■漁船の安全な操業のため、修理・整備等の体制を支援します。 

■漁船捲揚機の整備を支援し、労力の省力化により作業効率化を図ります。 

■磯根漁業を守るため、密漁の監視を支援します。 

■漁業者のふれあいの場である漁村センター等の整備を支援します。 

■複数の中小企業から構成されるグループによる復旧を支援します。（再掲） 

■新鮮な海産物を提供している朝市の会場等を整備するとともに、都市との交流を

更に推進し、地域資源の活用を図ります。 

■農林水産資源の通年流通のため、特殊冷凍施設の整備を促進します。 

■二重債務の解消に向けて、国や県に支援制度の創設・充実を求めます。（再掲） 

 

主な事業 

事業名 事業主体 事業概要 事業期間

市営魚市場整備事

業 

市・漁協 市営魚市場や市場内の漁業協同組合所有

の施設の復旧整備 

復旧期 

漁業共同利用施設

整備事業 

漁協 水産物共同利用施設、水産物荷さばき施

設、荷さばき施設、漁村センター、漁船漁

業用作業保全施設、漁船捲揚機・捲揚機小

屋、共同作業所、密漁監視所、水産加工施

設を併せ持つ二子の朝市会場等の整備支

全期間 

第２節 プロジェクトⅡ「水産業を復興する」 

課 題 

取組み 
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援 

水産物加工施設整

備事業 

加工協 冷凍水産加工業協同組合所有の第１・第２

工場、加工場施設の整備支援 

復旧期 

復興期 

漁協施設整備事業 漁協 漁業協同組合所有の冷凍工場、自動製氷工

場、食品加工場の漁船上架施設、燃油施設

等の整備支援 

復旧期 

中小企業等復旧・復

興支援事業（再掲） 

国・県 複数の中小企業者等から構成されるグル

ープの施設・設備の復旧・整備に要する経

費に対して補助 

復旧期 

ナマコ加工施設整

備事業 

漁協・事

業者 

ナマコ加工施設の整備支援 復興期 

飛躍期 

特殊冷凍施設整備

事業 

県 特殊冷凍施設の整備を県に要望 復旧期 

復興期 

二重債務解消事業 国・県 復興支援ファンド等による二重債務解消

に向けた支援を国・県に要望 

全期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ＨＡＣＣＰの概要】 
出典：財団法人食品産業センター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【二子朝市の様子】 
出典：久慈市 
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②漁船、漁具等の整備 

 

●大津波により多くの漁船（617隻のうち575隻）や漁具が流失・損傷し、漁業

の再開に当たっては、早急な対応が求められています。 

●漁業者の労働意欲が失われることがないよう、早期の支援が必要となっています。 

●既存のローンが残っている状態で新たな債務が重なる二重債務の解消が大きな

課題となっています。（再掲） 

 

■漁業者には、なくてはならない漁船や漁具の早急な整備を支援するとともに、他

市町村や他の漁協などの支援が得られるよう、積極的に働きかけます。 

■当市の主力漁業である磯根漁業や定置網漁業の早期復旧が図られるよう、鋭意努

めます。 

■二重債務の解消に向けて、国や県に支援制度の創設・充実を求めます。（再掲） 

 

主な事業 

事業名 事業主体 事業概要 事業期間

中古漁船確保事業 漁協・漁

業者 

中古船の他市・漁協等の支援による確保 復旧期 

共同利用漁船等復

旧事業 

漁協 定置網、漁船等の整備支援 復旧期 

復興期 

漁具等整備事業 漁協 漁具、船外機等の整備支援 復旧期 

磯建網整備事業 漁協 磯建網の整備支援 復旧期 

二重債務解消事業 国・県 復興支援ファンド等による二重債務解消

に向けた支援を国・県に要望 

全期間 

 

課 題 

取組み 
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③つくり育てる漁業の推進 

 

●水産資源の減少とともに水揚げ量も減少傾向にあることから、『つくり育てる漁

業』の重要性が高まっています。 

●当市の漁業は、ウニ、アワビ等をはじめとする磯根漁業に依存する度合いが高く

なっています。 

●震災により、ワカメ、コンブ等の養殖施設やサケ種苗生産施設が壊滅的な被害を

受けており、早期の復旧が必要となっています。 

 

■ワカメ、コンブ等の養殖施設の復旧・整備を支援します。 

■高品質のウニ、アワビを育てるため、給餌用コンブの増産を図ります。 

■「つくり育てる漁業」の主力であるウニの殻むき等の作業を安全・衛生的に行う

器機の整備を支援します。 

■餌料海藻の不足対策として、海中林等の藻場造成やアワビ、ウニの増殖場等の整

備を県に働きかけながら促進します。 

■食料供給基地として、「つくり育てる漁業」を更に推進するため、栽培漁業施設

の整備のほか、ウニ、アワビ、ナマコ等の蓄養施設や、湾口防波堤の建設に伴う

静穏水域を活用した新たな魚介類の養殖施設の整備を支援します。 

■当市の主力魚種であるサケ資源を確保し、放流稚魚の確保増大を図るため、サケ

捕獲施設等の整備を支援します。 

 

主な事業 

事業名 事業主体 事業概要 事業期間

養殖施設整備事業 漁協 ワカメ、コンブ等の養殖施設、新たな魚種

の養殖施設、活魚蓄養施設の整備を支援 

全期間 

ウニ供給体制整備

事業 

市・漁協 海水殺菌装置、海水井戸等の整備支援 復旧期 

栽培漁業施設整備

事業 

漁協 ウニ、アワビ、ナマコ、コンブ等の種苗を

生産する栽培漁業施設の整備 

飛躍期 

ウニ・アワビ蓄養施

設整備事業 

漁協 ウニ・アワビ陸上蓄養施設の整備を支援 飛躍期 

漁場整備事業 県 県営事業である久喜東漁場等の整備促進

を県に要望 

全期間 

サケ種苗飼育生産

施設整備事業 

川組合・

漁協 

サケの捕獲施設、ふ化施設、採捕場、海中

飼育施設の整備支援 

復旧期 

課 題 

取組み 
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【ウニの養殖】 

出典：岩手県水産技術センター 
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④漁港等の整備 

 

●震災により、漁港施設が壊滅的な被害を受けており、早期の復旧が必要となって

います。 

●漁業集落排水施設が損壊しており、早期の復旧が必要となっています。 

●震災により、防潮堤や水門等の海岸保全施設が損壊しており、漁業者や市民の生

活にとって大きな不安となっています。 

●漁港周辺の災害廃棄物の撤去はほぼ終了しているものの、漁場に残る災害廃棄物

の調査は未着手となっています。 

 

■漁港施設を早期に復旧し、漁業者の安全かつ効率的な陸揚げ、荷さばきを支援し

ます。 

■漁業集落排水施設を早期に復旧することで、海や河川の水質保全を図り良好な漁

場を維持するとともに、未整備地区の整備促進により、快適で衛生的な漁業集落

環境を整備します。 

■防潮堤や水門等の海岸保全施設を早期に復旧するとともに、防潮堤の嵩上げや水

門等の遠隔操作化などを推進します。 

■県が整備した海岸保全施設（久慈港諏訪下地区、久喜地区）については、早期復

旧や防潮堤の嵩上げ、水門等の遠隔操作化などが図られるよう要望します。 

■漁場に残る災害廃棄物の調査や撤去を県に要望します。 

 

主な事業 

事業名 事業主体 事業概要 事業期間

漁港施設災害復旧

事業 

市 桑畑漁港、小袖漁港等９港の復旧工事（防

波堤、護岸等工事） 

復旧期 

漁業集落排水施設

復旧事業 

市 漁業集落排水施設の復旧工事（久喜地区、

小袖地区） 

復旧期 

漁業集落環境整備

事業 

市 漁業集落排水施設等の整備促進（大尻地

区、白前・本波地区） 

復旧期 

復興期 

海岸保全施設復旧

事業 

市 防潮堤陸閘補修、水門管理施設補修、 

水門補修、防潮堤法面補修、転落防止フェ

ンス補修など（久慈湊地区、小袖地区） 

復旧期 

海岸保全施設整備

事業 

市 防潮堤の嵩上げ改良、水門の遠隔操作化な

ど（小袖地区、久慈湊地区） 

復旧期 

復興期 

海 岸 保 全 施 設 復

旧・整備事業 

県 県整備の海岸保全施設（久慈港諏訪下地

区、久喜地区）について、早期復旧や防潮

堤の嵩上げ、水門等の遠隔操作化などが図

られるよう要望 

全期間 

漁場の災害廃棄物

撤去事業 

県 漁場に残る災害廃棄物の調査や撤去を県

に要望 

復旧期 

課 題 

取組み 
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【汚水処理施設整備のイメージ】 
出典：「いわて汚水処理ビジョン 2010」岩手県 
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⑤農林業の振興 

 

●津波により土砂が一部の農地や水路に堆積しており、早期の復旧が必要となって

います。 

●食料供給基地として水産業の復興とともに、農林業の振興にも取り組む必要性が

あります。 

●市の基幹作目である雨よけほうれんそう、菌床しいたけの振興や新たな基幹作目

の選定に取り組む必要があります。 

●所得向上と担い手育成・確保のため、耕畜連携を更に推進するとともに、トレー

ニングファームを兼ねた大規模園芸団地等の整備が必要となっています。 

●短角牛をはじめとする畜産品の知名度が高まりつつある中、更に消費地への売り

込みにより、販路拡大と産地化を推進する必要があります。 

●快適な農村地域の環境整備が求められています。 

●県内屈指の生産量を誇る木炭や原木乾しいたけの振興を図るとともに、ブランド

化によるアカマツの販路拡大と山林に放置されている残材の活用を図る必要が

あります。 

 

■早期の耕作再開に向け、被災した農地、水路の復旧を行います。 

■雨よけほうれんそう、菌床しいたけに次ぐ新たな基幹作目の選定・振興に努めま

す。 

■経営体が安定した収益をあげられるよう大区画の農地を整備するとともに、久慈

地方の気候を最大限活用し、トレーニングファームを兼ねた大規模園芸団地等の

整備を図ります。 

■短角牛をはじめとする畜産業の産地化の推進に努めます。 

■農村地域の快適で衛生的な生活環境を確保するため、水洗化等に努めます。 

■木炭生産施設への支援、原木乾しいたけのブランド化、流通・販路拡大を図りま

す。 

■アカマツの利用促進とともに、新たな販路開拓の促進に努めます。 

■ナノカーボン製造プラントの誘致やバイオマスエネルギーへの林地残材の活用

など、新分野・新技術との融合を図ります。 

■農林水産業の６次産業化に都市生活者等との交流を加えた「海業・山業・里業」

の振興に努めます。（再掲） 

課 題 

取組み 
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主な事業 

事業名 事業主体 事業概要 事業期間

農地等小災害復旧

事業 

市・受益

者 

被災農地に対する復旧補助、水路の堆積土

砂撤去 

復旧期 

新作目開発実証事

業 

農家 高収益作物の実証栽培に対し補助 復旧期 

圃場整備事業 県・市 耕作放棄地を解消するとともに、経営体が

安定した収益をあげられるよう大区画の

農地を整備を県に要望 

全期間 

園芸団地整備事業 県・市・

任意組合

等 

耕畜連携して安全・安心な園芸作物の生産

施設とともに、担い手を育成・確保するた

めのトレーニングファームの整備を県に

要望 

復興期 

農業近代化施設整

備事業 

任意組合

等 

大区画の農地を最大限に活用するため、共

同利用施設を整備 

復旧期 

堆肥センター整備

事業 

任意組合

等 

飼養頭数の増頭に対応できる処理能力の

拡大や用途に応じた堆肥生産が可能な施

設の整備 

復旧期 

自然エネルギー利

活用畜産事業 

農家 畜舎等に自然エネルギーを活用した発電

施設を整備し、災害に強い畜産経営の確立 

復興期 

飛躍期 

畜産振興対策事業 市・農

協・農家 

優良種雄牛の利用促進、短角牛基幹牧場の

整備など 

全期間 

農村地域環境整備

事業 

市 水洗化等による農村地域環境の整備 復興期 

飛躍期 

特用林産新規参入

支援事業 

市・生産

者 

ほだ木造成支援、木炭生産施設の整備支援 全期間 

アカマツ利用促進

事業 

市 アカマツの利用促進、新たな販路拡大の促

進 

全期間 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

（耕畜連携イメージ） 

※食料・農業・農村白書の H21 年度版の P38（予定） 
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①生産者と消費者との交流推進 

 

●震災による風評被害等で、消費者離れが心配されています。 

●復興に当たっては、都市からの来訪者が励みになることから、これまで以上に都

市との交流を推進する必要があります。 

 

■消費者に安全・安心な食材をＰＲします。 

■市の情報発信やＰＲを行い、生活体験機会や交流機会を提供することにより、移

住・定住を促進します。 

■首都圏消費者団体との産直交流を推進します。 

■首都圏において、特産品の販売と自然体験キャンプ等のＰＲを行います。 

■山・里・海の暮らしや、郷土料理、伝統文化等を積極的に情報発信し、農山漁村

と都市との交流を深めます。 

 

主な事業 

事業名 事業主体 事業概要 事業期間

特産品ＰＲ事業 市 市の特産品である海産物、短角牛、琥珀等

を消費者にＰＲ 

全期間 

移住・定住促進事業 市 市の情報発信・ＰＲを行い、生活体験機会

や交流機会を提供することにより移住・定

住を促進 

全期間 

農山漁村体験型交

流事業 

市 首都圏消費者団体等との産直交流を推進 全期間 

紹介宣伝事業 市・体験

学 習 協

会・観光

物産協会 

首都圏における特産品の販売やイベント

の開催、自然体験キャンプ等のＰＲ 

全期間 

 

 

 

 

 

 

【都市と農山漁村の共生・対流のイメージ】 
出典：「都市と農山漁村の共生・対流 2004」財団法人地域活性化センター 

第３節 プロジェクトⅢ「交流人口を拡大する」 

課 題 

取組み 
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②体験型教育旅行等の推進 

 

●震災により、当市の大きな資源である海が大きな被害を受けています。 

●震災による風評被害等で、消費者や観光客離れが心配されています。（再掲） 

●復興に当たっては、都市からの来訪者が励みになることから、これまで以上に都

市との交流を推進する必要があります。（再掲） 

 

■豊かな地域資源を活用した自然体験により、首都圏等からの教育旅行等を誘致し、

交流人口の拡大に努めます。 

■市の情報発信・ＰＲを行い、生活体験機会や交流機会を提供することにより、移

住・定住を促進します。（再掲） 

■海の資源等を活用した体験型教育旅行等のプログラムの整備を図ります。 

■教育旅行等の受け皿となる民泊受入農林漁家の家屋等の設備改修を支援します。 

■首都圏において、特産品の販売と自然体験キャンプ等のＰＲを行います。（再掲） 

 

主な事業 

事業名 事業主体 事業概要 事業期間

体験型教育旅行受

入事業 

市・体験

学習協会 

都市部等の中高生教育旅行等の受入れ 全期間 

移住・定住促進事業

（再掲） 

市 市の情報発信・ＰＲを行い、生活体験機会

や交流機会を提供することにより移住・定

住を促進 

全期間 

体験型教育旅行プ

ログラム整備事業 

市・体験

学習協会 

海の資源等を活用した新しいプログラム

の整備 

全期間 

農林漁家民泊整備

事業 

市 民泊受入農林漁家の家屋等の設備改修を

支援 

全期間 

紹介宣伝事業（再

掲） 

市・体験

学 習 協

会・観光

物産協会 

首都圏における特産品の販売やイベント

の開催、自然体験キャンプ等のＰＲ 

全期間 

 

課 題 

取組み 
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【体験交流のイメージ】 
出典：久慈市 
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③観光産業の振興 

 

●震災により、当市の大きな資源である海が大きな被害を受けています。（再掲） 

●当市を代表する観光施設である地下水族科学館もぐらんぴあ、小袖海女センター等

が壊滅的な被害を受けており、早期の復興が望まれています。 

●震災による風評被害等で、観光客離れが心配されています。（再掲） 

●復興に当たっては、都市からの来訪者が励みになることから、これまで以上に都市

との交流を推進する必要があります。（再掲） 

●復興に合わせた新たな観光資源の開発など、三陸沿岸観光の再構築を図る必要があ

ります。 

 

■地下水族科学館もぐらんぴあ、小袖海女センター、舟渡レストハウスなどの観光施

設の整備に取り組みます。 

■復興の動きと連動した観光誘客に努めます。 

■平成24年４月から６月までＪＲ各社により展開される「岩手デスティネーション

キャンペーン」や世界遺産登録に関連した「いわて平泉観光キャンペーン」は、全

国に向けて地域の魅力を発信していく機会であり、関係機関と連携し積極的なＰＲ

に努めます。 

■三陸の地質や琥珀などの地域資源を活用した自然公園「ジオパーク」構想の推進、

また、震災で大きな被害を受けた陸中海岸国立公園などの自然公園の再編や「三陸

海岸トレイル（長距離歩道）の整備等からなる「三陸復興国立公園」構想の推進に

ついて、国県に要望します。 

 

主な事業 

事業名 事業主体 事業概要 事業期間

観光施設復興整備

事業 

市 地下水族科学館もぐらんぴあ、小袖海女セ

ンター、舟渡レストハウス、さわやかトイ

レ等の整備 

復旧期 

復興期 

観光宣伝事業 市 復興の動きと連動した各種事業等を宣伝

し観光誘客を図る 

全期間 

自然公園等整備事

業 

国・県 「ジオパーク」や「三陸復興国立公園」構

想の推進を国県に要望 

全期間 

 

課 題 

取組み 
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【もぐらんぴあ】          【小袖海女センター】 
出典：久慈市 
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①復興道路等の整備 

 

●今回の大震災では、国道45号が各地で寸断されましたが、他被災地における完

成済みの高規格道路は、避難道路や緊急物資の輸送道路として極めて有効に機能

し続け、当地域における高規格道路の必要性を改めて認識したところです。しか

しながら、現在の整備率の低さや未着手区間の存在は、今後の大きな不安材料と

なっています。 

●内陸部からの緊急物資の輸送道路として、「国道281号」が有効に機能し、同様

に内陸部と沿岸部を結ぶ「国道 395 号」や「戸呂町軽米線」、「久慈岩泉線」の

重要性も明らかになったところですが、急カーブや狭隘区間等の交通難所の解消

をはじめ、抜本的な改良整備が不可欠となっています。 

●他被災地における高盛土の高規格道路が、防潮堤としての役割を果たすとともに、

住民の緊急避難先となるなど、被害抑制に直接的に貢献したことが明らかになっ

たことから、防災機能を兼ね備えた幹線道路の整備を図る必要があります。 

 

■高規格幹線道路「八戸・久慈自動車道」や地域高規格道路「三陸北縦貫道路」を

震災からの「復興道路」と位置付け、集中投資による重点的な整備促進が図られ

るよう、国や県に要望します。 

■高規格幹線道路や地域高規格道路を補完する「国道 281 号」、「国道 395 号」、

「主要地方道戸呂町軽米線」、「主要地方道久慈岩泉線」を震災からの「復興支援

道路」と位置付け、早期の抜本的改良整備が図られるよう、国や県に要望します。 

■国・県道等の幹線道路について、高盛土や避難階段の設置等、津波をはじめ、大

規模災害に対する防災機能を兼ね備えた整備を促進するよう関係機関に要望し

ます。 

 

主な事業 

事業名 事業主体 事業概要 事業期間

八戸・久慈自動車道

整備事業 

国 「復興道路」として集中投資による重点的

な整備促進を国県に要望 

復旧期 

復興期 

三陸北縦貫道路整

備事業 

国 「復興道路」として集中投資による重点的

な整備促進を国県に要望 

復旧期 

復興期 

国道 281 号整備事 県 「復興支援道路」として早期の抜本的改良 復旧期 

第４節 プロジェクトⅣ「災害に強いまちづくりを進める」 

課 題 

取組み 
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業 整備を国県に要望 復興期 

国道 395 号整備事

業 

県 「復興支援道路」として早期の抜本的改良

整備を国県に要望 

復旧期 

復興期 

戸呂町軽米線整備

事業 

県 「復興支援道路」として早期の抜本的改良

整備を県に要望 

復旧期 

復興期 

久慈岩泉線整備事

業 

県 「復興支援道路」として早期の抜本的改良

整備を県に要望 

復旧期 

復興期 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【災害に強い高規格幹線道路等の幹線道路ネットワーク】 
出典：「岩手県東日本大震災津波復興計画 復興基本計画（案）」岩手県 
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②湾口防波堤の整備 

 

●津波・高潮対策、静穏度の向上、静穏域の創出などを目的として、平成２年に国

の直轄事業として湾口防波堤の建設が着工されていますが、平成22年度末の進

捗率は24％にとどまっており、早期完成が切望されています。 

●今回の津波被害による人的被害が他地域に比べ少なかった要因の一つに、湾口防

波堤をはじめ、防潮堤、河川堤防等の効果が大きいと捉えており、より災害に強

いまちづくりを推進するうえで、これらの整備促進が今まで以上に重要となって

います。 

●湾口防波堤の建設により創出される広大な静穏水域を活用し、水産業の振興、企

業の立地、観光開発等の総合的な利活用を図る必要があります。 

 

■市民の生命と財産を守る湾口防波堤の早期完成について、国や県に要望します。 

■湾口防波堤の概成を見据え、久慈湾の総合的な利活用について検討し、構想策定

を行います。 

 

主な事業 

事業名 事業主体 事業概要 事業期間

湾口防波堤建設事

業 

国 湾口防波堤の早期完成について、国県に要

望 

全期間 

久慈湾利活用構想

策定事業 

市 久慈湾の総合的な利活用に関する構想策

定 

復旧期 

復興期 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【湾口防波堤】 
             ※空中写真に湾口防波堤の計画位置を加筆 

出典：久慈市  

課 題 

取組み 
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③防潮堤、水門等の整備 

 

●津波が防潮堤を越え、背後地の住宅や工場等に甚大な被害をもたらすとともに、

防潮堤や水門等の一部が損壊しており、早期の復旧や整備促進が求められていま

す。 

●久慈港諏訪下地区や久慈湊地区の防潮堤は湾口防波堤の完成を見越した高さと

なっており、また、小袖地区や久喜地区の防潮堤についても大津波に対する高さ

が十分とはいえないことから、今後の津波に対する大きな不安材料となっていま

す。 

●水門等は手動式の大型門扉のため重く開閉操作に支障をきたしており、消防団員

のサラリーマン化や高齢化とあいまって、迅速かつ確実な水門閉鎖等への改善が

求められております。 

●他市町村で水門等の閉鎖に当たった消防団員が津波の被害にあうなど、消防団員

の安全や生命が脅かされています。 

 

■防潮堤、水門等の海岸保全施設を早期に復旧するとともに、防潮堤の嵩上げや水

門等の遠隔操作化などを推進します。（再掲） 

■県が整備した海岸保全施設（久慈港諏訪下地区、久喜地区）については、早期復

旧や防潮堤の嵩上げ、水門等の遠隔操作化などが図られるよう要望します。（再

掲） 

 

主な事業 

事業名 事業主体 事業概要 事業期間

海岸保全施設復旧

事業（再掲） 

市 防潮堤陸閘補修、水門管理施設補修、 

水門補修、防潮堤法面補修、転落防止フェ

ンス補修など（久慈湊地区、小袖地区） 

復旧期 

海岸保全施設整備

事業（再掲） 

市 防潮堤の嵩上げ改良、水門の遠隔操作化な

ど（小袖地区、久慈湊地区） 

復旧期 

復興期 

海 岸 保 全 施 設 復

旧・整備事業（再掲） 

県 県整備の海岸保全施設（久慈港諏訪下地

区、久喜地区）について、早期復旧や防潮

堤の嵩上げ、水門等の遠隔操作化などが図

られるよう要望 

全期間 

課 題 

取組み 
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④河川堤防の整備 

 

●震災により、久慈川や夏井川では堤防越水によって家屋等に甚大な被害を受けて

おり、堤防嵩上げ等の河川整備が急務となっています。 

●久慈川、長内川、夏井川の三河川が合流する河口付近は、荒天時の波浪等により

度々閉塞するとともに、河川水位の上昇に伴って災害の発生が懸念されていると

ころであり、導流堤の整備など河口部の抜本的な閉塞対策が必要不可欠となって

います。 

 

■久慈川、長内川の堤防未整備区間の築堤を県に要望します。 

■久慈川、長内川、夏井川の堤防の嵩上げや耐震化を県に要望します。 

■久慈川、長内川、夏井川の合流する河口付近の閉塞対策を県に要望します。 

 

主な事業 

事業名 事業主体 事業概要 事業期間

河川整備事業 県 堤防未整備区間の築堤、堤防の嵩上げや耐

震化、河口付近の閉塞対策を県に要望 

全期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【久慈川・長内川・夏井川が合流する河口付近と災害状況】 
出典：久慈市 

課 題 

取組み 
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⑤防災施設の整備 

 

●震災により防災行政無線（屋外拡声子局等）が損壊し、災害時における住民への

情報伝達手段として早期の復旧が必要となっています。 

●防災行政無線については、現在アナログ式からデジタル式への移行が進んでおり、

対応が必要となっています。 

●消防屯所や資機材倉庫等が全壊しており、今後の消防団活動等のため早期の復旧

が必要となっています。 

●地震による停電や津波襲来時でも避難者の安全等が確保できる避難体制の整備

が求められています。 

●市民や企業等の安全・安心を確保するため、ＧＰＳ波浪計を活用した津波防災支

援システムの早急な構築が求められています。 

●今回の地震やその後の相次ぐ余震により、避難場所や防災拠点にもなっている公

共施設等が老朽化により耐震度が心配されるとともに、震災による大規模停電に

より電源が確保されず、安全性等に問題が出ています。 

●他地域では今回の津波で学校が浸水し犠牲になった児童もいることから、当市の

将来を担う児童の学校での安全を守る必要があります。 

●大規模災害に備えた非常食の備蓄の在り方について見直すとともに、大規模災害

発生時に広域的な物流をカバーする後方支援の拠点基地が必要になっています。 

●他被災地における高盛土の高規格道路が、防潮堤としての役割を果たすとともに、

住民の緊急避難先となるなど、被害抑制に直接的に貢献したことが明らかになっ

たことから、防災機能を兼ね備えた幹線道路の整備を図る必要があります。（再

掲） 

 

■災害情報等を的確に伝達するため、損壊した防災行政無線（屋外拡声子局等）の

早期復旧を図ります。 

■多様な情報通信を行うため、防災行政無線のデジタル化を推進します。 

■全壊した消防屯所や資機材倉庫等の消防防災施設の早期復旧を図ります。 

■避難経路や避難場所等の整備を図り、災害時の避難体制の充実を図ります。 

■ＧＰＳ波浪計を活用した総合的な津波防災支援システムの早急な構築について、

国・県に要望します。 

■津波襲来時に高台などへの避難が難しい場所に、公共施設や商業施設等を活用し

課 題 

取組み 
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た一時避難所の機能を持つ避難ビルや、高台の代わりとなる避難タワーの整備を

県に要望します。 

■避難場所にもなっている庁舎や小中学校などの公共施設等の耐震化の促進や非

常用電源の整備充実などを図り、避難所機能の充実に努めます。 

■津波浸水域内にある小学校の安全な場所への移転について検討します。 

■災害に備えた非常食について、今回の震災を踏まえ、防災施設等、必要な施設へ

の備蓄を図るとともに、大規模災害発生時において後方支援の拠点として機能す

る広域物流拠点の整備を県に要望します。 

■国・県道等の幹線道路について、高盛土や避難階段の設置等、津波をはじめ、大

規模災害に対する防災機能を兼ね備えた整備を促進するよう関係機関に要望し

ます。（再掲） 

 

主な事業 

事業名 事業主体 事業概要 事業期間

防災行政無線復旧

事業 

市 損壊した防災行政無線の復旧 復旧期 

防災行政無線デジ

タル化事業 

市 防災行政無線のデジタル化を推進 復旧期 

消防防災施設復旧

事業 

市 消防屯所や資機材倉庫等の復旧 復旧期 

津波避難施設整備

事業 

市 津波避難標識等サイン、津波避難経路、避

難場所等の整備 

全期間 

津波防災支援シス

テム整備事業 

国・県 ＧＰＳ波浪計を活用した総合的な津波防

災支援システムの構築について国県に要

望 

復旧期 

復興期 

避難ビル・タワー整

備事業 

県・市 津波から身を守る避難ビルや避難タワー

の整備を県に要望 

全期間 

公共施設等耐震化

促進事業 

市 公共施設等の耐震化が計画的に行われる

よう検討 

全期間 

公共施設等非常用

電源整備事業 

市 公共施設等への非常用電源整備 復旧期 

復興期 

津波浸水予想地域

内小学校移転事業 

市 津波浸水予想地域内にある小学校の移転

整備について検討 

全期間 

非常食備蓄事業 市 防災施設等への非常食の備蓄 全期間 

後方支援拠点整備

事業 

県 大規模災害時における広域的な物流をカ

バーする後方支援の拠点基地（物流ターミ

ナル基地）の整備を県に要望 

復旧期 

復興期 

避難階段等整備事

業 

県 野田長内線等に対する高台への避難階段

等の設置について県に要望 

復旧期 

復興期 
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⑥久慈港の整備 

 

●津波・高潮対策、静穏度の向上、静穏域の創出などを目的として、平成２年に国

の直轄事業として湾口防波堤の建設が着工されていますが、平成22年度末の進

捗率は24％にとどまっており、早期完成が切望されています。（再掲） 

●半崎地区に立地する企業の荷役作業や玉の脇地区における物揚げ・避泊が高波・

高潮により支障をきたしており、今般の津波では更に国家石油備蓄基地、工場、

港湾施設にも甚大な被害を被ったことから、港湾施設の早期復旧、高波・高潮対

策の早期実現が望まれています。 

●市民や企業等の安全・安心を確保するため、ＧＰＳ波浪計を活用した津波防災支

援システムの早急な構築が求められています。（再掲） 

●湾口防波堤の建設により創出される広大な静穏水域を活用し、水産業の振興、企

業の立地、観光開発等の総合的な利活用を図る必要があります。（再掲） 

 

■市民の安全・安心を確保する湾口防波堤の早期完成について、国や県に要望しま

す。（再掲） 

■半崎地区や玉の脇地区での安全な荷役が確保される静穏度向上対策について、県

に要望します。 

■ＧＰＳ波浪計を活用した総合的な津波防災支援システムの早急な構築について、

国・県に要望します。（再掲） 

■久慈港諏訪下防波堤の改修等工事を促進します。 

■湾口防波堤の概成を見据え、久慈湾の総合的な利活用について検討し、構想策定

を行います。（再掲） 

■久慈港における防災対策を強化するため、避難緑地、耐震強化岸壁、貨物流出防

止施設、臨港道路、避難タワー等の整備を国や県に要望します。 

 

主な事業 

事業名 事業主体 事業概要 事業期間

湾口防波堤建設事

業（再掲） 

国 湾口防波堤の早期完成について、国県に要

望 

全期間 

久慈港内静穏度向

上対策事業 

県 半崎地区や玉の脇地区での静穏度向上対

策について、県に要望 

全期間 

久慈港防災施設整

備事業 

国・県 久慈港内の防災機能の強化を国県に要望 全期間 

課 題 

取組み 
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津波防災支援シス

テム整備事業（再

掲） 

国・県 ＧＰＳ波浪計を活用した総合的な津波防

災支援システムの構築について国県に要

望 

復旧期 

復興期 

県営港湾改修事業 県・市 久慈港諏訪下防波堤改修等工事 全期間 

久慈湾利活用構想

策定事業（再掲） 

市 久慈湾の総合的な利活用に関する構想策

定 

復旧期 

復興期 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【ＧＰＳ波浪計を活用した津波防災支援システム】 

出典：「「津波に強い東北の地域づくり検討調査」宮城県における津波防災対策検討調査報告書 
－５．２．第１回検討会資料」国土交通省 
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⑦道路網の整備 

 

●震災により市道が被害を受けており、市民の生活に支障が出ないよう早期に復旧

する必要があります。 

●当地域の広域幹線道路網や主要地方道等の幹線道路の整備は、他地域に比べると

立ち遅れている状況にあり、整備の促進が必要な状況です。 

●市民生活の基盤である生活道路の整備については、市民が安全・安心に利用でき

る環境の向上を図る必要があります。 

●都市の骨格である都市計画道路の必要性は高く、災害時の避難路や消防救急ルー

トとしての機能も併せ持ちますが、整備率は依然として低い状況にあり、整備の

推進が必要な状況です。 

●地震による停電や津波襲来時でも避難者の安全等が確保できる避難経路の整備

が求められています。（再掲） 

 

■市民生活の基盤となる市道の早期復旧を図ります。 

■市道の整備を推進するとともに、「復興道路」や「復興支援道路」と位置付ける

高規格幹線道路等との連携を図ります。 

■都市計画道路「広美町海岸線」の整備を推進します。 

■今回の震災を踏まえ必要な避難経路の整備を図り、災害時の避難体制の充実を図

ります。（再掲） 

 

主な事業 

事業名 事業主体 事業概要 事業期間

市道災害復旧事業 市 被災した市道の早期復旧 復旧期 

市道整備事業 市 市道の整備推進 全期間 

都市計画道路整備

事業 

市 都市計画道路「広美町海岸線」の整備 復旧期 

復興期 

避難経路整備事業

（再掲） 

市 安全な避難経路の整備 全期間 

復興道路等整備事

業（再掲） 

国・県 「復興道路」、「復興支援道路」として集中

投資による重点的な整備促進や早期の抜

本的改良整備を国・県に要望 

復旧期 

復興期 

 

課 題 

取組み 
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【交通体系】 

出典：「久慈市都市計画マスタープラン」久慈市 
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⑧地域住環境の向上 

 

●震災により生活基盤や職を失った被災者への生活資金面での支援が必要となっ

ています。（再掲） 

●津波により多数の住宅が被害を受けており、被災者が安心して暮らせる住環境の

整備や住宅再建に向けた資金面等での支援が必要となっています。（再掲） 

●既存の住宅ローン等が残っている状態で新たな債務が重なる二重債務の解消が

大きな課題となっています。（再掲） 

●今回の地震やその後の相次ぐ余震により、住宅の耐震度が心配されています。 

●要援護者が災害時に安全に避難できる住環境の整備が求められています。（再掲） 

●震災により都市公園が被害を受けており、早期の復旧が必要となっています。 

●震災により夢ネット（市所有の光ケーブル通信網）が被害を受けており、早期の

復旧が必要となっています。 

●震災により上下水道施設が被害を受けており、早期の復旧が必要になっています。 

●常に衛生的で快適な生活環境を確保するほか、洪水等による浸水から市街地を守

る手段として、下水道の整備推進が求められています。 

●震災により、長時間にわたり停電し、浄水場等が停止したことに伴い断水となっ

たことから、断水対策として非常用自家発電機の整備を図る必要があります。 

●地域の重要な公共交通機関であるＪＲ八戸線や三陸鉄道が、震災により甚大な被

害を受けており、沿線住民の貴重な移動手段として早期の復旧が望まれています。 

 

■被災者生活再建支援制度等の各種支援制度や貸付制度により、被災者の生活を支

援します。（再掲） 

■応急仮設住宅、公営住宅等での生活を支援します。（再掲） 

■被災者の住宅再建に向けて支援します。（再掲） 

■二重債務の解消に向けて、国や県に支援制度の創設・充実を求めます。（再掲） 

■大地震により損傷を受け、今後の地震で倒壊の危険性がある住宅の不安を解消す

るため、耐震診断や耐震改修に支援します。 

■要援護者が居住する住宅再建に当たり、地震災害時の避難を容易にすると認めら

れる段差解消等のバリアフリー化を推進し、災害に強いまちづくりを目指します。

（再掲） 

■都市公園の早期復旧を図ります。 

課 題 

取組み 
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■夢ネットの早期復旧を図ります。 

■被災した上下水道施設の早期復旧を図ります。 

■下水道施設の耐震化や停電対策等を行うほか、浸水区域の汚水枝線整備や雨水排

水対策を推進します。 

■停電による断水対策として、浄水場等に非常用自家発電機の整備を図ります。 

■ＪＲ八戸線や三陸鉄道の早期復旧のための支援を国に要望するとともに、必要な

支援を行います。また、復旧後は、復興飛躍のため利用促進に取り組みます。 

主な事業 

事業名 事業主体 事業概要 事業期間

被災者生活再建支

援金支給事業（再

掲） 

国・県・

市 

災害により住宅が全壊するなど、生活基盤

に著しい被害を受けた世帯に対する支援

金の支給 

復旧期 

復興期 

応急仮設住宅生活

支援事業（再掲） 

県・市 応急仮設住宅の維持管理費等の経費に対

する補助 

復旧期 

二重債務解消事業 国・県 復興支援ファンド等による二重債務解消

に向けた支援を国・県に要望 

全期間 

木造住宅耐震診断

支援事業 

市 昭和56年５月31日以前に着工された一

戸建て木造住宅を対象に、耐震診断費用の

一部を市が負担 

全期間 

木造住宅耐震改修

工事助成事業 

市 昭和56年５月31日以前に着工された一

戸建て木造住宅で、耐震診断を実施し、判

定値が 1.0 未満と診断された住宅を対象

に、耐震改修工事費用の一部を市が負担 

全期間 

被災高齢者等にや

さしいバリアフリ

ー化住宅再建支援

事業（再掲） 

市 要援護者が居住する再建住宅のバリアフ

リー工事に対する補助 

復旧期 

復興期 

都市公園施設災害

復旧事業 

市 都市公園の復旧 復旧期 

夢ネット事業 市 夢ネットの早期復旧 復旧期 

下水道施設耐震化

等事業 

市 下水道施設の耐震化や停電対策等を推進 復旧期 

復興期 

下水道汚水枝線等

整備事業 

市 浸水区域の汚水枝線整備や雨水排水対策

の推進 

復旧期 

復興期 

下水道施設災害復

旧事業 

市 下水道施設の災害復旧 

 

復旧期 

水 道 施 設 災 害 復

旧・施設整備事業 

市 水道施設の災害復旧 

停電による断水対策として、浄水場等に非

常用自家発電機の整備 

復旧期 

鉄道復興支援事業 国・県・

市・JR・

三鉄 

国県の再建支援策と連動し、ＪＲ八戸線や

三陸鉄道の復興を支援 

復旧期 

復興期 
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【震災前の三陸鉄道の様子】 
出典：三陸鉄道株式会社 

 

（予定） 
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⑨防災教育等ソフト面の充実 
 

●津波被害を軽減するためには、ハード面による防災施設の整備と併せ、ソフト面

による住民の災害に対する自衛力を高めることが必要です。 

●明治三陸地震津波の災害を教訓に、地域住民の記憶の風化を防ぐとともに、防災

意識の高揚を図るために津波避難訓練を実施してきましたが、今回の大津波を更

なる教訓として継続実施する必要があります。 

●災害時の被害拡大を防ぐには、市や消防機関等による救助・援助等のみならず、

自分の身を自分の努力によって守る「自助」、地域や近隣の人が互いに協力しあ

う「共助」が必要であり、自主防災組織の結成促進や育成を図るとともに、要援

護者の支援体制を推進する必要があります。 

●民間企業や関係団体と連携し、災害時の住民への効率的な支援を行うことが必要

です。 

●大規模災害時においては、様々な情報伝達手段を確保することが必要です。 

●震災の記憶を風化させないためにも、子どもたちに対する教育が必要となってい

ます。 

 

■これまで地域住民の参加協力のもとに実施してきた津波避難訓練に継続して取

り組み、地域住民の防災意識の高揚を図ります。 

■津波防災講演会や市民を対象としたワークショップ等により、市民の防災に対す

る意識を高めます。 

■今回の大震災を踏まえた津波ハザードマップを作成し、市民に被害が想定される

区域や避難に関する情報を提供します。 

■住民の自主的な防災活動を促進するため、自主防災組織の結成やリーダーの育成

等を行い、地域防災力の向上を図ります。 

■平常時から、要援護者への支えあいによる見守り活動を充実させ、災害時におけ

る支援体制の推進に努めます。 

■災害時の相互支援協定を各種団体や民間企業等と結び、災害時の支援体制の充実

を図ります。 

■防災行政無線の活用はもとより、臨時災害ＦＭ局の開設など、大規模災害時の情

報伝達手段の確保を図ります。 

■震災の体験を踏まえ、災害の知識や災害に対する備え、地域との関わり方などに

課 題 

取組み 
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ついて、学校教育に取り入れます。 

 

主な事業 

事業名 事業主体 事業概要 事業期間

防災意識啓発事業 市 津波避難訓練、津波防災講演会、ワークシ

ョップ等の実施 

全期間 

津波ハザードマッ

プ作成事業 

市 津波ハザードマップ作成、配付 復旧期 

復興期 

自主防災組織促進

事業 

市 自主防災組織の結成等の支援、リーダー育

成等 

全期間 

災害時要援護者支

援事業 

市 要援護者支援台帳の整備や町内会等との

協定締結による支援体制の推進 

全期間 

情報伝達手段確保

事業 

市 大規模災害時の防災行政無線、災害ＦＭ局

の開設など情報伝達手段の確保 

全期間 

復興教育事業 県・市 防災教育や復興に対する自己の在り方な

どを総合的に学ぶ全県的な教育プログラ

ムの実施 

全期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【避難訓練の様子】 
出典：久慈市 
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⑩災害記録の保存・検証・継承 

 

●千年に一度と言われる今回の大震災の記録を保存し、後世に継承していく必要が

あります。 

●災害規模に比し当市の人的被害は比較的少なかったところでありますが、より災

害に強いまちづくりの推進に役立てるため、その要因を検証する必要があります。 

 

■写真、映像、被災者の声などを冊子やＤＶＤ等の媒体に記録保存するとともに、

災害教育等への活用を図ります。 

■地区ごとの被害状況や津波遡上高等の調査・記録に努めます。 

■大学等の関係機関と連携し、津波による人的被害が少なかった要因を検証すると

ともに、今後の災害に対するシミュレーション等を行います。 

 

主な事業 

事業名 事業主体 事業概要 事業期間

災害記録保存事業 市 写真や映像等による記録保存 復旧期 

津波被害検証事業 市・関係

機関 

津波被害の検証やシミュレーション等の

実施 

復旧期 

 

 

 

 

 

 

 

【津波被害の状況】 
出典：久慈市 

課 題 

取組み 
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①再生可能エネルギー等活用への取組 

 

●今回の大震災で大規模な停電が発生したことを踏まえ、地球環境に優しく、非常

時においても自立できるエネルギーシステムの構築が必要になっています。 

●エネルギー全般に占める再生可能エネルギー（自然エネルギー、リサイクルエネ

ルギー）の割合は、石油エネルギーや石油代替エネルギー（石炭、天然ガス、原

子力）に比べ低く、今後の普及が期待されています。 

 

■独立電源として有効であり、また今後の更なる普及が見込まれる太陽光発電の設

置を支援します。 

■年間日照時間が県内平均を大きく上回ることや当地域の沿岸域洋上では一定以

上の風速が見込まれることから、太陽光発電や洋上風力発電の導入について検討

するほか、研究開発段階にある波力や海洋温度差による発電など、更には、小水

力発電や揚水発電などの当地域での導入可能性について幅広く検討します。 

■豊かな森林資源や地域の基幹産業である畜産業から排出される廃棄物を利用し

たバイオマス発電・熱利用・燃料製造の導入についても検討を行います。 

■普及段階にある廃棄物発電、廃棄物熱利用発電等の導入について幅広く検討を行

います。 

 

主な事業 

事業名 事業主体 事業概要 事業期間

太陽光発電システ

ム導入支援事業 

市・市民 住宅用太陽光発電システムの導入に対す

る補助 

全期間 

エコ工場化促進奨

励金事業 

市・企業 工場等への太陽光発電システムやＬＥＤ

照明機器の導入に対する補助 

全期間 

大規模再生可能エ

ネルギー導入支援

事業 

民間事業

者など 

再生可能エネルギー導入に係る各種調査

や事業実施に対する補助 

全期間 

エネルギー利活用

構想策定事業 

市 自立できるエネルギーシステムの構築や

各種発電設備の導入・利活用について構想

を策定 

復旧期 

復興期 

公共施設等太陽光

発電設備設置事業 

市 庁舎や小中学校等に太陽光にる発電施設

を設置 

全期間 

自然エネルギー利

活用畜産事業（再

農家 畜舎等に自然エネルギーを活用した発電

施設を整備し、災害に強い畜産経営の確立 

復興期 

飛躍期 

第５節 プロジェクトⅤ「再生可能エネルギー等に取り組む」 

課 題 

取組み 
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掲） 

リサイクルエネル

ギー導入検討事業 

市 リサイクルエネルギーの導入ついて調

査・研究 

全期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【太陽光発電】 
出典：「新エネルギーガイドブック 2008」ＮＥＤＯ 
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②啓発事業の推進 

 

●エネルギー資源に乏しい日本は、エネルギーの大部分を海外に依存しています。

このような状況においては、これまでのエネルギー政策の中心を占めてきた石油

や原子力に依存し過ぎず、いろいろな種類のエネルギーを組み合わせることが必

要です。 

●地球温暖化防止のためには、地球温暖化の原因となる二酸化炭素の排出を減らす

ことが重要で、自然エネルギーの推進は地球温暖化防止にとって大事な取組みで

す。 

 

■独立電源として有効であり、また今後の更なる普及促進が見込まれる太陽光発電

の設置に対する補助制度を市民に周知し、より一層の促進を図ります。（再掲） 

■地球環境に優しいＥＶ車や充電施設の普及促進に努めます。 

■再生可能エネルギー導入の検討状況等を示し、再生可能エネルギー推進に対する

市民の意識啓発に努めます。 

■地球温暖化防止活動の取組を支援します。 

 

主な事業 

事業名 事業主体 事業概要 事業期間

太陽光発電システ

ム導入支援事業（再

掲） 

市・市民 住宅用太陽光発電システムの導入に対す

る補助制度について市民に周知 

全期間 

ＥＶ車導入事業 市・市民 ガソリンを一切使用しないＥＶ車や充電

施設の導入や支援 

全期間 

地球温暖化対策推

進事業 

市 省資源や省エネルギーの実践行動を行う

団体を支援 

全期間 

 

課 題 

取組み 
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③研究機関等との連携 

 

●再生可能エネルギーへの取組は今後大きく進展するものと見込まれると同時に、

研究開発の余地も大きい分野であることから、専門的な研究機関や国、県等と連

携していく必要があります。 

●再生可能エネルギーの推進を図る一方、安定エネルギー確保のため、これまでの

発電システムも活用していく必要があります。 

●原発事故の影響により、今後の安定した電力供給が危ぶまれる中、市内で使用す

る電力を生産するとともに、他地域にも供給でき得る大規模な発電所の整備等を

検討する必要があります。 

 

■研究機関等と連携し、再生可能エネルギー等の活用を推進していきます。 

■市内で使用する電力の自給体制を構築するともに、他地域にも供給でき得る大規

模な発電施設の誘致等による電力供給拠点の形成などについて検討します。 

■従来発電のうち、ＬＮＧと同様にＣＯ2排出が少なく、今後の安定エネルギーと

して期待されているメタンハイドレートについても検討します。 

 

主な事業 

事業名 事業主体 事業概要 事業期間

発電施設誘致検討

事業 

市 大規模な電力供給拠点の形成などについ

て検討 

全期間 

 
出典：「次世代エネルギーシステムに係る国際標準化に向けて」 
次世代エネルギーシステムに係る国際標準化に関する研究会 

課 題 

取組み 
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附属資料 被災状況 

 
平成 23 年６月３日 17 時現在 

 

１ 地震の震源、規模等（気象庁発表） 
 

(1) 日時    平成 23年 3月 11日（金） 14時 46分頃 

(2) 震源地   三陸沖（牡鹿半島の東南東130km付近） 

(3) 震源の深さ 約 24.0km 

(4) 地震の規模（マグニチュード） 9.0 

(5) 震度    川崎町・長内町 ５弱 

 

２ 津波の概況 
 

(1) 津波の高さ〔久慈港〕    8.6m  （気象庁発表） 

(2) 遡上高  〔久喜漁港〕  27m程度（久慈市調査） 

 

３ 気象情報 
 

  ３月 11日（金） 14時 49分 岩手県〔発表〕大津波警報 

  ３月 12日（土） 20時 20分 岩手県〔切替〕津波警報 

  ３月 13日（日）  7 時 30分 岩手県〔切替〕津波注意報 

           17時 58分 岩手県〔解除〕津波注意報 

 

４ 本部員会議等の状況 
 

(1) 久慈市災害対策本部 

平成23年3月 11日 第１回本部員会議開催（延べ140回開催） 

(2) 久慈市東日本大震災復旧復興本部 

   平成 23年 3月 31日 第 1回本部会議開催（延べ71回開催） 
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５ 被害状況 
 

 (1) 人的被害 

死者 ４人(1人)

行方不明者 ２人

重傷者 ２人

軽傷者 ８人

 ※（ ）は久慈市外で被災した者の内数である。 

 

(2) 住家被害・非住家被害 

 住家 非住家 

全壊 64棟 265棟

大規模半壊 30棟 51棟

半壊 172棟 220棟

一部損壊 179棟 74棟

計 445棟 610棟

 

(3) 被害額 

区分 数量 
被害額 

(千円) 
主な被害等 

住家・非住家被害 1055棟 3,808,073
全壊、大規模半壊、半壊、一部損

壊 

社会福祉施設被害 ３施設 610
デイサービスセンター器具破損

等 

保育園外壁一部破損 

医療 

衛生 

施設 

被害 

上水道 14箇所 92,000
配水管破損,送水管破損,川井簡易

水道水源水質汚濁(急速ろ過機設

置)等 

衛生施設 ２棟 10,000
し尿処理施設取水ポンプ配線破

損、資機材置場建屋破損等 

小計 102,000  

消防施設被害 １式 74,300
資機材倉庫全壊、防災行政無線屋

外拡声子局倒壊、看板全損、屯所

全壊等 

観光施設被害 ８箇所 898,978
地下水族科学館・小袖海女センタ

ー全壊、さわやかトイレ全壊・半

壊等 

商工 

関係 

被害 

商業関係 57社 862,676
建物全壊・半壊・一部損壊等 

備品・商品全損等 

工業関係 49社 12,633,046
建物全壊・半壊・一部損壊等、機

械設備全損等 

小計 13,495,722  
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農業 

関係 

被害 

施設等 ２棟 107,445
産地形成促進施設全壊 

交流促進センター損壊 

農作物等 ４箇所 3,323 菌床しいたけ被害等 

家畜等 １式 42,203
停電及び集乳施設休業のため生

乳廃棄(216t)、鶏死亡(45,357

羽) 

農地農業用

施設 
60a 2,500

田・畑土砂堆積 

小計 155,471  

林業 

関係 

被害 

民間施設 ４箇所 413,000

林業施設全壊・一部損壊等 

水産 

関係 

被害 

公共施設 ８箇所 680,003
市営魚市場（第１・第２卸売場）、

公害防止施設機能全壊等 

民間施設 217箇所 3,208,063
久慈市漁協食品加工場・冷凍工場

機能全壊、捲き揚げ機・小屋流失

等 

漁船 575隻 1,617,300 漁船流失、一部損傷 

漁具・漁網 １式 3,112,114
定置網流失・全損(23 式)、磯建

網(28式)流出、漁具流失(500人

分) 

養殖施設 344台 32,899
養殖施設流失（コンブ 295 台、

ワカメ45台、ホタテ等4式） 

水産物 １式 292,440 冷凍品等冠水被害 

小計 8,942,819  

漁港施設等被害 13箇所 1,064,500
汚水処理場損壊、臨港道路破損、

消波ブロック飛散等 

土木 

施設 

関係 

等 

被害 

道路 58路線 246,500
瓦礫等堆積、舗装損傷、防護柵破

損等 

橋梁 １橋 3,500 横木等破損 

公園 ３箇所 58,390
久慈川河川公園テニスコート、遊

具、トイレ、流木処分等 

市営住宅 ３戸 350
みなと団地半壊（１戸）、侍浜団

地一部損壊(２戸) 

下水道 ３箇所 200,000
公共下水道汚水処理場機械・電気

設備機能停止、雨水排水路防護柵

破損等 

小計 508,740  

学校被害 ６校 603 小中学校一部破損等 

社会教育・ 

文化施設・ 

体育施設被害 

２箇所 52,105

市営野球場浸水、土砂・瓦礫流入、

バックネット全壊等、施設給水管

破損 

通信関係被害 ７箇所 26,260
夢ネット設備及び光ケーブル断

線等 

合計  29,543,181  
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久慈駅 

久慈市役所 
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６ 対応状況 
 

 (1) インフラ及びライフラインの状況 

  ア 国道、県道及び市道の通行止め 

   ・国道45号 （長内～夏井）⇒通行可 

   ・国道395号（新井田～夏井）⇒通行可 

   ・一般県道野田長内線（大尻～小袖）⇒通行可 

   ・市道新街橋通り線（新街橋）⇒3月 11日～当分の間通行止め（歩行者のみ

通行可） 

  イ 電気 

    久慈市内全域停電 ⇒ 復旧 

  ウ 電話 

    久慈市内一部不通 ⇒ 復旧 

  エ 上水道 

    久慈市内全域断水（一部を除く） ⇒ 復旧（一部被災地を除く） 

  オ 下水道 

    久慈市浄化センター浸水のため機能停止     ⇒ 仮復旧 

    久喜地区漁業集落排水処理場損壊のため機能停止 ⇒ 仮復旧 

 

(2) 避難所の設置状況 

  ア 避難所数及び避難者数（最大値） 

    開設避難所数 38箇所、避難者数 2,916人 

  イ 避難所における避難状況の推移 

日時 避難施設数 避難者数 

3月 11日(金) 19：00 26施設 2,916人

  12日(土) 20：00 26施設 1,240人

  13日(日) 20：00 11施設 423人

  14日(月) 18：00 6施設 195人

  15日(火) 18：00 4施設 113人

  16日(水) 18：00 4施設 73人

  17日(木) 18：00 4施設 63人

  18日(金) 18：00 4施設 50人

  19日(土) 18：00 4施設 60人

  20日(日) 18：00 4施設 45人
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  21日(月) 18：00 3施設 39人

  22日(火) 18：00 3施設 35人

  23日(水) 18：00 3施設 30人

  24日(木) 18：00 3施設 24人

  25日(金) 18：00 3施設 22人

  26日(土) 18：00 3施設 15人

  27日(日) 18：00 2施設 8人

  28日(月) 18：00 閉鎖 0人

 

 


